
東社協・福祉施設経営相談室のご案内
東京都社会福祉協議会では、社会福祉法人の経営、福祉施設の運営に係る相談に応じるため、下記の相談室を設置していますので、お気軽にご利用ください。守秘義務厳守。相談はいずれも無料です（東京都の補助事業）。事前相談もお待ちしています。


（法律専門相談員：弁護士　小嶋豊郎）


　　　　 

（会計専門相談員：公認会計士・日本公認会計士協会副会長　宮内　忍）

（労務専門相談員：社会保険労務士・東京都社会保険労務士会副会長　小澤　勇）

（専任経営相談員：東社協福祉部　主幹　長谷川保夫）
（下記は発行物。東社協Ｈ・Ｐに掲載）　　福祉施設経営相談室だより№４９（Ｈ18.4.19）　
	経営相談室だより№３７
	平成１７年４月２８日
	都サービス推進費補助金の取扱改正通知

	経営相談室だより№３８
	平成１７年６月　８日
	東京都食品製造業等取締条例の一部改正

	経営相談室だより№３９
	平成１７年６月２３日
	身寄りのいない利用者の成年後見人等の選任

	経営相談室だより№４０
	平成１７年８月１７日
	社会福祉法人への地方税課税について

	経営相談室だより№４１
	平成１７年８月３０日
	社会福祉法人等への地方税課税について

	経営相談室だより№４２
	平成１８年２月１３日
	介護報酬改訂に伴う勘定科目の改正通知

	経営相談室だより№４３
	平成１８年１月１０日
	高年齢者再雇用制度の創設が義務化

	経営相談室だより№４４
	平成１８年１月２３日
	高年齢者再雇用者の継続雇用終了年齢の訂正

	経営相談室だより№４５
	平成１８年２月１４日
	介護予防サービスの社会福祉法人定款記載方法

	経営相談室だより№４６
	平成１８年２月２７日
	評議員会の必置、任意設置基準

	経営相談室だより№４７
	平成１８年３月　２日
	地域包括支援センターの運営規程

	経営相談室だより№４８
	平成１８年３月１６日
	障害者自立支援法施行に伴う定款変更



＊以下に、平成１７年度の実際の相談事例をもとにフィクションしたものを掲載します。

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　（１９件）
　

	直接的な処遇ミスは判然としないが、起床後太股部骨折が判明した。もともと太股骨に古傷があった利用者。入院後現在は退院したが、家族から慰謝料を請求された。保険会社は賠償責任が明確でないので、保険金は支払えないという。不法行為責任はあるのか？施設は慰謝料を払うのか？（老人）

	職種変更を命じた。弁護士をたてて慰謝料を請求された。どのように対応したらよいのか？（本部）



　　　　　　　　　　　　（３０件）

	利用者の希望で施設内に売店を設置したいと考えているが売店設置に伴う税法上や施設会計上の留意点を教えてほしい（老人）

	グループホームの内装費用、段差解消工事、浴室壁の張替え工事等器具・備品として特定できない賃借建物に係る資本的支出の勘定科目は何か？（法人本部）



　　　　　　　　　　　　（２０件）

　　　　　　　　　　　　

	産休取得後に退職すると申し出ている職員に対し、産前休暇取得日付で退職発令して問題あるか？（児童）

	欠勤中の社保料は全額本人負担で差し支えないのか？（法人本部）


　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　（１，２４１件。内、来所相談１６８件、通信相談１,０７３件）
　　　　　　　　　　　　
	措置施設と介護保険事業（指針）の決算集計表の作成方法を知りたい？（本部）

	ヘルパーが利用者からセクハラを受けている。利用契約解除事由となり得るのか？（老人）

	居室にセンサーを設置してほしいとの要望が寄せられた。どう対応したらよいか（障害）

	退職引当金や賞与引当金を予算計上したいが科目はなにか（障害）

	疥癬に罹患した職員への賃金補償をどのようにしたらよいか？（老人）

	積立金繰入は民改費が限度額であるか？（保育）

	指定管理者制度による社会福祉法人設立要件はなにか？（その他）

	１千万円超の契約は１０社入札は絶対か？入札マニュアルはあるのか？（児童）

	配偶者が離職した。育児休業を途中で終了させることができるか？（児童）

	前期末収支差額で購入した土地は定款上基本財産に計上するが、同額を第４号基本金にも計上するものなのか？（法人本部）


（相談内容別：会計相談３５％、経営一般２５％、職員処遇２４％、社会福祉法人設立・事業創設１１％）

利用者の権利擁護、利用者・家族からの訴え、職員処遇、その他法人経営


・理事会運営に係わる事案に、弁護士がご相談に応じます。相談日時をご


予約いただく必要がありますので、下記相談室までお電話ください。


来所相談は、３日以内に随時相談日を設定します。





新会計基準（会計基準・指導指針）、会計関連通知における会計処理方法など、公認会計士がご相談に応じます。下記相談室までお電話又はＦＡＸしてください。おおむね２日以内に回答いたします。














就業規則、人事・労務管理全般について、社会保険労務士がご相談に応じます。下記相談室までお電話又はＦＡＸしてください。


来所相談は、３日以内に随時相談日を設定します。














この他、法人経営、施設運営全般及び法人設立、新規事業創設に関するご相談に専任経営相談員がお受けします。月曜日～金曜日の午前９時～午後５時まで電話、来所、ＦＡＸ、Ｅメールでのご相談にお応えします。











TEL　０３－３２６８－７１７０（相談室直通）





東京都社会福祉協議会　福祉部　福祉施設経営相談室　


〒１６２－８９５３　新宿区神楽河岸１－１（セントラルプラザ５階）


ＴＥＬ　０３－３２６８－７１７０　ＦＡＸ　０３－３２６８－０６３５


Eメール　� HYPERLINK "mailto:keiei-soudan@tcsw.tvac.or.jp" ��keiei-soudan@tcsw.tvac.or.jp�（アドレスを一部変更しました）











平成１７年度は１，３１０件のご相談がありました。1，0４５件の相談がありました。
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